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京都府教育委員会における障害者活躍推進計画の実施状況について 

 

評価年度 令和６年度 

目標に対する 

達成度 

（１）採用に関する目標 

①障害者の雇用状況について 

 ・障害者雇用率：１．９２％（前年度比 ＋０．１２％） 

※法定雇用率2.70% 

 

 令和６年度の障害者雇用率の状況 

 

 

職員数 

(a) 

除外率 

(b) 

基礎職員数 

(c)(a-a×b) 

障害者数 

(d) 

雇用率 

(e)(d/c) 

府教育委員会 12,574.0 20% 10,060.0 193.5 1.92% 

 

（参考：項目別障害者雇用率の試算） 

 

 

職員数 

(a) 

除外率 

(b) 

基礎職員数 

(c)(a-a×b) 

障害者数 

(d) 

雇用率 

(e)(d/c) 

事務局職員 395.5 
20% 

316.5 16.0 5.06% 

学校教職員 12,178.5 9,743.5 177.5 1.82% 

 

 

（２）定着に関する目標 

①評価年度における退職者のうち障害を理由とする退職者数 

  令和６年度において、障害に起因する不本意な離職はない。 

 

②評価年度採用の障害者に係る定着率 

 

常 勤 職 員 （１年経過時点） 100％ 

臨時的任用職員等 （１年経過時点） 84.3％ 

    ※臨時的任用職員等は、任用期間の満了による退職者を除く。 

    ※臨時的任用職員等には、任期付職員、会計年度任用職員を含む。 
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取組内容の実施状況 

１．障害者の活躍を推進する体制整備 

 

(1)組織 

①「障害者雇用推進者」の選任 

 ・ 障害者雇用推進者として、管理部長を選任した。 

 

②「障害者雇用推進チーム」の設置 

 ・ 障害者雇用推進者、人事担当部署の責任者を構成員とする「障害者

雇用推進チーム」を設置し、計画の実施状況の把握・点検等を実施し

た。 

 

③「障害者職業生活相談員」の選任及び相談窓口の設置 

・ 障害者職業生活相談員を選任した。 

・ 総務企画課、教職員人事課、各教育局等に相談窓口を設置した。 

(2)人材 

 

①「障害者職業生活相談員資格認定講習」の受講 

 ○受講実績：計５名 

  （京都労働局による講習：オンデマンド方式で受講） 

  ・ 障害者職業生活相談員として受講が必要な者について受講した。 

 

②「精神・発達障害者しごとサポーター養成講座」の受講 

○受講実績：計２名 

 （京都労働局による講習：６月14日(２名)受講） 

 

③京都府総合教育センターで開催する特別支援教育に関する講座の受講 

○受講実績：延べ803名 

 

④府内大学と連携した研修の実施 

 ・ 京都教育大学と連携し、発達障害のある児童生徒の理解と支援の在

り方等について学ぶ研修を実施した。 
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２．障害者が活躍できる業務・配置先の選定 

 

・ 障害のある職員の適性や希望を踏まえ、可能な範囲で人事異動を行うとともに、業

務との適切なマッチング等について検討し、より能力を発揮しやすい環境づくりに

取り組んだ。 

・ 所属長によるヒアリング等を通じ、障害に起因する配慮事項の必要性の有無の確認

や、障害のある職員に適切な業務付与ができているか点検を行い、必要に応じて事務

分担の見直しを実施した。 

３．障害者の活躍を推進するための職場環境整備・人事管理 

 

(1)職務環境 

○ 府立学校施設の整備状況 

  トイレ洋式化のための改修工事を１校で継続して実施した。 

○ 就労支援状況 

  就労支援機器（ＵＤトーク）を所属に配置。 

聴覚に障害がある職員が研修等に参加する際に手話通訳者を配置。 

○ 採用者への配慮事項 

人事担当課や所属長によるヒアリングを行い、必要な配慮事項等を把 

握し、事務分担を決定するとともに、人事評価における面談等の中でも

継続的に意見を聞き、可能な範囲で必要な措置を講じた。 

(2)募集・採用 

 

① 教員採用選考試験障害者特別選考 

実施日程 

 

 

○第１次試験 

【筆記】令和６年６月15日 

【面接】令和６年６月29日,30日,７月６日,７日 

○第２次試験 

【実技】令和６年８月15日,16日  

【面接】令和６年８月18日,19日,20日,21日,22日,23日,24日 

 

志願者数 ５名 

採用者数 １名 

 

 

・ 採用選考においては、特定の障害を排除することなく、志願者から

の要望を踏まえ、筆記試験の時間延長や、点字での試験問題作成の他、

面接試験では手話通訳者を配置するなど、障害特性に応じた配慮を行

っている。 
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② 教員を目指す大学生等への働きかけ 

・ 障害のある方の教員採用選考試験等の志願者増加の取組として、大

学での出前説明会で障害者特別選考実施をお知らせし、受験について

働きかけを行った。 

 

③ 講師登録や会計年度任用職員申込の随時受付 

 ・ 府内の公立学校（京都市立学校を除く。）において、講師登録や会

計年度任用職員申込の受付を随時実施した。 

(3)働き方 

① 時差出勤・テレワーク等の実施 

 ・ ワーク・ライフ・バランスを推進するため、教育庁において時差出

勤及び在宅勤務等の取組を推奨した。 

(4)キャリア

形成 

① キャリア形成支援 

 ・ 所属長ヒアリング等を通じ、職員の希望や能力、適性等を十分踏ま

えた人事異動を実施し、キャリア形成を支援した。 

 

② 民間企業等への就労状況 

 ・ 障害のある会計年度任用職員の希望を踏まえた上で、必要な業務 

験を積ませ、民間企業等への就労を促進した。 

(5)その他 

  人事管理 

 

 

 

 

 

 

・ 「障害を有する職員への合理的配慮に関する要綱」に基づき所属長に

よる人事評価面談や人事異動ヒアリング等を通じて、職員の健康状況や

障害の状況、配慮すべき事項について適切な把握を行い、合理的配慮を

提供した。 

 

・ 中途障害者に対して、円満な職場復帰のために必要な通院への配慮、

働き方等の取組を行った。 

 

・ 学校において、教職員が病気休職等から復職する際に、障害者手帳等

の各種支援制度の情報提供を行った。 
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４．その他 

 

①障害者就労施設等からの物品等の調達実績 

適 用 件数 金 額 (円) 備 考 

物 品 25 1,427,747 雑貨、事務用品、書籍 等 

役 務 ９ 1,044,028 印刷物、資料作成 等 

計 34 2,471,775  

 

②物品等の調達の推進 

障害者就労施設等からの物品等の調達を推進するため、次の取組みを行った。 

・調達の推進に必要な情報の提供 

・障害者就労施設等の受注機会増大のための措置 

「目標に対す

る達成度」及び

「取組内容の

実施状況」に対

する点検結果 

〇 目標に対する達成状況 

 ・ 前年度を上回る雇用率は確保 

・ 今後も障害のある教職員の離職の防止と職場への定着に向けた職

場環境づくりの他、障害を限定しない教員採用選考試験を引き続き実

施 

〇 取組内容の実施状況 

 ・ 概ね計画どおりの取組を実施 

 


